
令和２年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No １ 府 省 庁 名  国土交通省        

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
低未利用地の適切な利用・管理を促進するための特例措置の創設 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

個人が、譲渡価額が低額のもの等一定の土地等を譲渡した場合に、長期譲渡所得の特例措置を創設する。 

 

 

・特例措置の内容 

上記の特例措置を創設する。 

 

 

関係条文 

 

－ 

 

減収 

見込額 

［初年度］  －（  －  ）  ［平年度］  －（  －  ）  

［改正増減収額］  －                            （単位：百万円） 

 

要望理由 

 

（１）政策目的 

低未利用地について、当該土地に新たな価値を見出す者による土地の適切な利用・管理を確保することで、

土地の有効活用を通じた投資の促進、地域活性化を実現するとともに、更なる所有者不明土地の発生を予防

する。 

 

（２）施策の必要性 

平成25年土地基本調査によれば、平成15年からの10年間で世帯が保有する空き地等の面積は約1.4倍に

増加するなど、地方部を中心に低未利用地の面積は近年急激な増加傾向にあり、人口減少等に伴い、今後も

より一層増加することが懸念される。 

こうした低未利用地が増加し、所有者による利用・管理が期待できない土地は、適切な利用・管理がなさ

れないことで、治安、衛生、景観等の悪化により地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼすだけでなく、地

域活力の低下、周辺地価の下落誘発等、経済面でも負の影響を及ぼすこととなる。また、こうした土地は、

今後の高齢化の進展に伴い将来的に所有者不明土地となる可能性が高い。このため、低未利用地の利活用の

促進、低未利用地の将来的な増加の抑制を図ることが喫緊の課題となっている。 

「経済財政運営と改革の基本方針2019」（令和元年６月21日閣議決定）においても、「土地の適切な利用・

管理の確保（略）、所有者不明土地の発生を予防するための仕組み（略）等について（略）期限を区切って対

策を推進する。」とされているところ。 
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低未利用地の適切な利用・管理のためには、土地利用ニーズをもつ新しい主体に土地が譲り渡されること

により、新たな所有者による適切な利用・管理を図ることが重要であり、土地利用ニーズが低下している場

合においては、手放したいニーズと利用したいニーズのマッチングを行うことの重要性が増していく。しか

し、このように土地利用ニーズが低下している場合に、より買主を見つけやすくするために、売主は売却希

望価格を下げていくこととなり、その結果、売却のための測量費や解体費等の負担が相対的に重くなる一方

で、譲渡者の手元に残る金額は少額となることから、売却するインセンティブが少なくなり、利活用してい

ない土地を売却せずに所有し続けることとなってしまう。 

今後、高齢化の進展に伴い所有者自身が土地を利用・管理する意向のない土地が増加し、所有者不明土地

が発生しやすい状況となることが予想される中で、このような土地の所有者が、当該土地を適切に利用・管

理を行う意欲のある者に譲渡することへのインセンティブを付与し、適切な土地の利用・管理を確保し、土

地の有効利用を通じた投資の促進、地域活性化を図るとともに、所有者不明土地の更なる発生を予防するこ

とが必要である。 

 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 

 

－ 

 

 

ページ １ ― ２ 



 

 

 

 

合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

 
政策目標１ 少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進 
施策目標１ 居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの形成を図る 
 
政策目標９ 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護 
施策目標31 不動産市場の整備や適正な土地利用のための条件整備を推進する 
 

政策の 

達成目標 

 
・法人及び世帯が所有する宅地などに係る低未利用地（空き地等）の面積（平成 25 年：15.5
万ha→13.1万ha） 

・土地取引件数（平成27年：129万件→令和７年：139万件） 
 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

 
― 
 

同上の期間中

の達成目標 

 
― 
 

政策目標の 

達成状況 

 
 
― 
 
 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

 
― 
 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

 
低未利用地の適切な利用・管理の確保のためには、土地譲渡益に係る税負担を軽減すること

により、当該土地の所有者が、当該土地に新たな価値を見出す者へ土地を譲渡するインセンテ
ィブを与えるとともに、新たな所有者の取得価額を軽減することによる需要の喚起を図ること
が効果的である。 
 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

 
― 
 
 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

・空き家等の流通・活用促進事業 
（令和２年度予算概算要求額 60百万円）  
・土地基本法の改正を踏まえたランドバンクの活用等による土地の適切な利用・管理の推進 
（令和２年度予算概算要求額 70百万円） 
・所有者不明土地法の円滑な運用に向けた地域支援 
（令和２年度予算概算要求額 90百万円） 

 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

上記予算措置により、土地に新たな価値を見出す者に対する情報提供等を円滑化し、空き家・

空き地等の流通・活用の促進を図るとともに、本特例措置によって空き地等の所有者に対して

その土地の譲渡に係る税制上のインセンティブを付与することにより、低未利用地に新たな価

値を見出し、適切な利用・管理を行う者による有効活用等を一体的に促進するものである。 

要望の措置の 

妥当性 

低未利用地の適切な利用・管理の確保、有効活用の促進という目的を、重点的・効果的に実

現するため、対象となる土地の限定（更地等）、対象取引の限定（取引額の上限設定）を行うこ

とで、政策目的に沿った必要最小限の措置となっている。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

― 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

― 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

― 

前回要望時の 

達成目標 

― 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 

― 

 

 

これまでの要望経緯 

 

― 
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